
産業の状況について

主なポイント

■市内総生産額は、ここ数年は約３兆８千億円で推移しているが、増加率では１６政令市
の中で１５番目。【スライド２０・２１参照】

■市内総生産額全体における第３次産業の割合は、１６政令市の中で１４番目。
【スライド２２参照】

■１人平均月間現金給与額が他の産業より低い傾向にある「運輸業、郵便業」「医療、福
祉」などが、集積している。

■一方で、給与額が高い傾向にある「情報通信業」「金融業、保険業」「学術研究、専門
サービス業」などは、集積が進んでいない。【スライド２３・２４参照】

■第１～３次産業すべての従事者数が、減少傾向。【スライド２５参照】
■１人当たりの雇用者報酬は、１６政令市の中で１３番目、また、雇用者報酬の増加率は、

本市のみマイナス。【スライド３３参照】
■１人当たりの課税対象所得額は、政令市の中で最下位。【スライド３４参照】
■１５歳以上人口における労働力人口の比率は、政令市の中で最下位。

【スライド３５参照】
■次世代エネルギーの集積、地震の少なさ、安価な工業用水、理系人材の輩出などのポ

テンシャルを生かし、企業誘致を活発に展開。【スライド３７～４０参照】
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・市内総生産額は、近年、約3兆8千億円を推移し、そのうち製造業は、8千億円前後にある。

市内総生産の推移

市内総生産額は名目値
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・市内総生産額の平成23年と令和元年の増加率を16政令市の中で比較すると、浜松市に次いで2番目の低さとなっている。

市内総生産額の増加率 (政令市比較)

市内総生産額は名目値
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・市内総生産額全体における第1から3次産業の割合は、16政令市の中で「第2次産業」は3番目、「第3次産業」は14番目となって
いる。

市内総生産における第1次～第3次産業の割合(R1年度) (政令市比較)
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・産業別就業人口は、男性は「製造業」「卸売業・小売業」「建設業」の順で多く、女性は「医療・福祉」「卸売業・小売業」
の順で多い。

・北九州市は、「建設業」「運輸業、郵便業」「医療、福祉」などの特化係数が１を超えており、当該産業が集積している。

性別･産業別就業人口と特化係数(R2年)

産業別常用労働者１人平均月間現金給与額 総数(R3年)

・全国平均より集積する「運輸業、郵便業」「医療、福祉」の１人平均月間現金給与額は、他の産業より低い傾向にある。
・全国平均より集積していない「情報通信業」「金融業、保険業」「学術研究、専門サービス業」などの給与額は高い傾向にある。
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出典：総務省「国勢調査」

H27
(2015)

R2
(2020)

増減
H27

(2015)
R2

(2020)
増減

H27
(2015)

R2
(2020)

増減

3,174 2,751 ▲ 423 98,006 93,037 ▲ 4,969 296,731 290,435 ▲ 6,296

0.8% 0.7% ▲ 0.1% 24.6% 24.1% ▲ 0.5% 74.6% 75.2% 0.6%

2,221,699 1,962,762 ▲ 258,937 13,920,834 13,259,479 ▲ 661,355 39,614,567 40,679,332 1,064,765

4.0% 3.5% ▲ 0.5% 25.0% 23.7% ▲ 1.3% 71.0% 72.8% 1.8%

4,142 3,864 ▲ 278 92,515 92,318 ▲ 197 519,335 591,572 72,237

0.7% 0.6% ▲ 0.1% 15.0% 13.4% ▲ 1.6% 84.3% 86.0% 1.7%

12,472 10,994 ▲ 1,478 55,443 55,842 399 257,637 264,029 6,392

3.8% 3.3% ▲ 0.5% 17.0% 16.9% ▲ 0.1% 79.1% 79.8% 0.7%

第３次産業

北九州市

福岡市

熊本市

全国

第１次産業 第２次産業

・全国、福岡市、熊本市との平成27年と令和2年の第1～3次産業の従事者数の比較では、北九州市のみ第3次産業が減少している。

産業別の従事者数・割合

25

出典：総務省「国勢調査」

平成27年と令和2年の産業別の雇用体系の割合を比較すると、正規雇用は増加、非正規雇用は減少している。

産業別の雇用体系
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正規 非正規 正規 非正規 正規 非正規 正規 非正規

H27
(2015)

38.1% 61.9% 80.0% 20.0% 61.1% 38.9% 65.0% 35.0%

R2
(2020)

40.3% 59.7% 81.9% 18.1% 61.0% 39.0% 65.3% 34.7%

増減 2.3% ▲ 2.3% 1.9% ▲ 1.9% ▲ 0.1% 0.1% 0.3% ▲ 0.3%

H27
(2015)

50.2% 49.8% 77.9% 22.1% 61.7% 38.3% 65.1% 34.9%

R2
(2020)

49.6% 50.4% 79.1% 20.9% 62.2% 37.8% 65.6% 34.4%

増減 ▲ 0.6% 0.6% 1.2% ▲ 1.2% 0.5% ▲ 0.5% 0.5% ▲ 0.5%

H27
(2015)

50.6% 49.4% 78.3% 21.7% 62.1% 37.9% 63.5% 36.5%

R2
(2020)

48.1% 51.9% 79.2% 20.8% 63.7% 36.3% 64.9% 35.1%

増減 ▲ 2.5% 2.5% 0.9% ▲ 0.9% 1.6% ▲ 1.6% 1.3% ▲ 1.3%

H27
(2015)

46.3% 53.7% 75.4% 24.6% 64.4% 35.6% 65.4% 34.6%

R2
(2020)

46.0% 54.0% 77.5% 22.5% 64.8% 35.2% 66.2% 33.8%

増減 ▲ 0.3% 0.3% 2.1% ▲ 2.1% 0.4% ▲ 0.4% 0.8% ▲ 0.8%

第２次産業 第３次産業 全産業

北九州市

全国

福岡市

熊本市

第１次産業



出典：総務省「国勢調査」

・平成27年と令和2年の男女別の雇用体系の割合を比較すると、正規雇用における女性の割合が増加している。

男女別の雇用体系

27

男 女 男 女

H27
(2015)

66.0% 34.0% 27.7% 72.3%

R2
(2020)

63.9% 36.1% 27.8% 72.2%

増減 ▲ 2.1% 2.1% 0.1% ▲ 0.1%

H27
(2015)

67.9% 32.1% 28.1% 71.9%

R2
(2020)

65.2% 34.8% 28.0% 72.0%

増減 ▲ 2.7% 2.7% ▲ 0.2% 0.2%

H27
(2015)

64.3% 35.7% 26.9% 73.1%

R2
(2020)

60.7% 39.3% 27.1% 72.9%

増減 ▲ 3.6% 3.6% 0.2% ▲ 0.2%

H27
(2015)

63.3% 36.7% 26.2% 73.8%

R2
(2020)

60.6% 39.4% 26.8% 73.2%

増減 ▲ 2.7% 2.7% 0.6% ▲ 0.6%

非正規雇用正規雇用

北九州市

全国

福岡市

熊本市

【全産業】
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・女性雇用者数は約16万7千人で推移しており、雇用者全体に占める割合は、全国平均よりも1.1～2.1ポイント、上回っている。

雇用者数及び雇用者全体に占める女性の割合の推移
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・女性の年齢別の労働力率は、出産時期と重なる「30～34歳」「35～39歳」で低下するが、いずれの年代も増加傾向にある。

女性の年齢(５歳階級)別労働力率の推移

30

・有効求人倍率は、令和元年度・2年度に減少したが、令和3年度以降は増加している。
・しかし、令和4年度は1.19倍と、全国や福岡県と比較すると低くなっている。

有効求人倍率の推移
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注：算出方法 平均月間有効求人数÷平均月間有効求職者数

（倍）

・有効求人倍率は、政令市の中で、中位程度となっている。

有効求人倍率(R3年) (政令市比較)
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・職種別の新規の求人と求職では、「専門的・技術的職業」、「サービスの職業」、「生産工程の職業」、「輸送・機械運転の
職業」などで求人数が求職数を上回る一方で、「事務的職業」では求職数が求人数を上回っている。

職種別の新規求人､求職の状況
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・北九州市の令和元年度の市民1人当たりの雇用報酬は約460万円で、16政令市の中で13位となっている。
・ただし、平成23年度から令和元年度の増加率は、北九州市のみマイナスとなっている。

１人当たり雇用者報酬の増加率 (政令市比較)

※1 市民1人あたりの課税対象所得額は、市町村税課税状況等の調の課税対象所得額（土地等の譲渡所得を除く。
以下同じ。）をその年の1月1日現在の推計人口で除した額

※2 所得割の納税義務者1人あたりの課税対象所得額は、市町村税課税状況等の調の課税対象所得額を所得割の
納税義務者数で除した額 出典：北九州市

・市民1人当たりの課税対象所得額は142万9千円で、政令市の中で最も低くなっている。
・所得割の納税義務者1人当たりの課税対象所得額は、322万5千円で、政令市の中で18位となっている。

（千円） （千円）

川崎市 2,217 1 155.1 4,097 2 127.0 1 104.0 105.9

横浜市 2,099 2 146.9 4,108 1 127.4 2 103.7 105.6

さいたま市 1,996 3 139.7 3,940 4 122.2 4 101.4 103.3

名古屋市 1,962 4 137.3 3,962 3 122.8 13 99.2 101.0

千葉市 1,856 5 129.9 3,744 5 116.1 7 100.7 102.5

広島市 1,701 6 119.0 3,520 9 109.2 16 98.9 100.7

相模原市 1,700 7 119.0 3,439 13 106.6 3 101.9 103.8

仙台市 1,676 8 117.3 3,479 11 107.9 10 99.7 101.5

神戸市 1,673 9 117.1 3,683 6 114.2 12 99.4 101.2

浜松市 1,664 10 116.4 3,342 15 103.6 17 98.4 100.2

福岡市 1,661 11 116.3 3,561 8 110.4 20 97.8 99.6

静岡市 1,642 12 114.9 3,334 16 103.4 9 100.0 101.8

大阪市 1,639 13 114.7 3,518 10 109.1 8 100.3 102.1

京都市 1,582 14 110.7 3,618 7 112.2 6 100.8 102.6

岡山市 1,550 15 108.5 3,347 14 103.8 19 97.9 99.7

堺市 1,542 16 107.9 3,476 12 107.8 12 99.4 101.2

札幌市 1,494 17 104.5 3,234 17 100.3 5 100.9 102.7

新潟市 1,474 18 103.1 3,094 20 95.9 15 99.0 100.8

熊本市 1,458 19 102.0 3,218 19 99.8 15 99.0 100.8

北九州市 1,429 20 100.0 3,225 18 100.0 18 98.2 100.0

消費者物価地域差指数都市名

指数
（北九州市＝100）

指数
（北九州市＝100）

市民１人あたりの
課税対象所得額

（総所得金額等）※1

所得割の納税義務者
１人あたりの課税対象所得額

（総所得金額等）※2

指数
（北九州市＝100）

R4(2022)年R4(2022)年度

市民１人当たりの課税対象所得額等 (政令市比較)
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出典：総務省「令和2年国勢調査」

（％）

注：算出方法 労働力人口÷15歳以上人口×100
15歳以上人口に労働力状態が「不詳」の者は含まない

・労働力率は58.4％で、政令市の中で、最も低くなっている。

労働力率(R2年) (政令市比較)
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（％）

注：算出方法 完全失業者数÷労働力人口×100

・完全失業率は4.4％で、政令市の中で、高い順から6番目となっている。

完全失業率(R2年) (政令市比較)

36



37

・企業誘致件数は、令和4年は70件で、新規雇用者数は929人となっている。

企業誘致件数･新規雇用の推移

38

・再生可能エネルギー発電設備の導入が、政令市の中で2番目に高い。

再生可能エネルギー発電設備の導入状況(R4年) (政令市比較)
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地震・工業用水
■過去１００年における震度４以上の地震の発生回数 ■工業用水道基本料金（税抜）

39

・地震が少なく、工業用水道基本料金も安価である。

✼ 北九州市内の大学等から、

約９，０００人/年間の人材を輩出

✼ 理系人材は１４校・約３，０００人/年間

北九州市内の大学等(一部)

学校名 種別

九州工業大学

九州歯科大学

産業医科大学

西日本工業大学

早稲田大学大学院

福岡大学大学院

北九州工業高等専門学校

北九州市立大学

西南女学院大学

九州栄養福祉大学

九州共立大学

九州国際大学

九州女子大学

折尾愛真短期大学

九州女子短期大学

西南女学院大学短期大学部

東筑紫短期大学

理系

文系/理系

文系

・教育機関の集積、理系人材の輩出は、北九州市の大きなポテンシャル１つである。

教育機関の集積・理系人材
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